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1．1まじめに

　一碧万頃たる南太平洋には，大小取り混ぜて二十余りの島懊諸国①が散り浮かぶ。それらの中

には，人ロー人当りの年間GNPが1万ドルを超える（2）例外的な富裕国ナウルも顔を見せる。し

かし，他の多くの島喚国は，発展途上国或いは後発発展途上国（LLDC（3））の範罵に属し，今後

の発展を期するためには，各島唄国の自助努力を側面から支援する先進工業諸国からの力強い経

済協力を必要としている。このような境遇に置かれている南太平洋島喚諸国の社会経済発展を

翼い，「南太平洋大学が有する遠隔地教育用衛星通信網の回復と発展に向けて積極的に貢献しう

る，わが国政府開発援助（ODA（4））の方策」を具体的に提示することが，本稿の主目的である。

　より敷衛して述べると，南太平洋地域には，その主要な教育・研究機関である南太平洋大学

（USP（5））が1970年に設立され，早くも1974年には同大学の遠隔地教育（6）用衛星通信網USP

NET（7）が編成された。以後，　USPNETは，南太平洋島嘆諸国における高等教育と学術研究の振

興のみならず，同地域の社会経済発展全般にわたって，大いに貢献する所となった。

　ところが，1985年8月に，USPNETを編成当初から連綿と支えてきた通信衛星ATS－1（8）の寿

命が遂に尽き，同衛星の機能は悉く停止した。USPNETは必然的に作動不能（9）に陥り，それ迄

同通信網に全面的に依存して執り行なわれてきた，「各島喚国に居住するUSP通信教育学部在籍

の学生達（10）を対象にした一般講義や個人指導」のカリキュラムは，実施不可能な状態へと追い遣

られた。当然，USP遠隔地教育の実施形態は，時間消費型の郵送手段（11）に頼る旧態依前の姿に

立ち戻ることを余儀なくされ，遠隔地に居住する通信教育学部の学生達は文字通り耳目を削がれ

たに近い苦境に立たされた。さらに加えて，従来はUSP通信教育カリキュラムの空き時間を利
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用してUSPNET経由で比較的手軽に行なわれてきた，島喚諸国間のサテライト・カンファレン

ス（12），教育者・研究老間の個別的な意見交換，一般市民向け教養情報の伝達，或いは緊急事態発

生の連絡（13）などめ諸通信活動も，USPNETの作動不能により中断の憂き目を見ることになった。

　ATS－1の機能喪失とともに∫，USP一内外の関係考は，、USPNET　．が直面しているこのような窮

状の打開を急務として，鋭意専心各方面に奔走した。その結果，商用通信衛星INTELSATを介

してUSP聾ET「圃を再作動させるための処置が，19＄q年，9月1に施された。「しかし，この処置は，

INTELSAT利用料金の支払いと言う，看過し難い追加的な経済負担を財力の脆弱なUSPに対

して強いる応急的な当面の手当であり，USPNETを本格的に救済する牢固たる施策の執行が今

日切望されている。この緊要な事態を念頭に置きつつ，本稿ではまずUSPNETを取り巻く基本

的な背景を把握する目的で，南太平洋地域の共同体的特性を，同地域に組織されている三つの代表

的な地域連帯機構の姿を通して理解する。ついで，三大地域連帯機構のひとつであるUSPに照準

をあてて，同大学の組織とUSPNETの特徴について述べる。然る後に，米国アラスカ州の保健

・医療用の衛星通信網AMNET（14）に触れつつ，　USPNETとAMNETがそれぞれ有する機能を

補完的に結合した新衛星通信網の概念化を試みる。そのうえで，USPNETの本格的な救済・改

善方策を，わが国が供与するODAプロジェクトの一環に織り込む方向で考察する。

2．　南太平洋地域の域内連体機構

　南太平洋地域を規定する地理的境界線は，必ずしも一義的に定められている訳ではない（15）。

考察の目的次第で，比較的広い地理的範囲を同地域に含ませる場合もあれば，極めて限定的に同

地域を定義する場合もある。しかし，結論に別段差し障りはないので，本稿では南太平洋地域ゆ

境界線をあえて厳密セこは固定せず，文脈に応じて柔軟に変動させながら考察を進める。

　南太平洋地域には，各種の域内連帯機構が組織されている。そのなかでも，南太平洋委員会

（SPC（i6）），南太平洋経済協力機関（SPEC（1？）），及び南太平洋大学（USP）は，最も代表的な

地域連帯機構であり，ヒれらの特性は表1が示すとおりである。　　，

　三大地域連帯機構のなかで最も長い歴史を誇るSPCは，第二次世界大戦終了後間もない1947

年に，当時の宗主国として南太平洋地域に係おりを持っていた6ケ国（オーストラリア，ニュー

ジーランド，米国，イギリス，フランス，及びオランダ（18））（19）の間で結成（20）された。結成当時の

SPCに課せられていた主な役割は，南太平洋地域政策をめぐる意見調整・国際協力の場を，宗主

6ケ国に提供することにあった。その後1962年に，南太平洋地域の島峡国としては戦後はじめて

西サモアが独立し，1965年に同国はSPCに加盟した。西サモアを皮切りに，南太平洋地域で以

降新たに独立を遂げた島喚諸国が順次SPCに加わり（2D，　SPCの正式加盟国数は11ケ国（22，に達

した。さらに，1983年10月には全ての準加盟国が正式加盟国に格上げされ，SPCの加盟国は現

在総計27ケ国（23）を数える。加盟国がこのように増加する過程で，SPCは，当初の宗主国指導型

の協議機関から地域主義的な色合いの濃い助言・諮問機関へと，その役割を漸次変容していった。

　SPCは純然たる政府間機関であるが，政治・貿易問題については協議しない建前を堅持してい

る。ここに，SPCの可能性と限界，ならびに他の代表的な地域連帯機構との間で了解されている

役割分担（鋤を，それぞれ覗くことができる。なお，SPCの本部はニューカレドニアのヌメアに

置かれており，SPC加盟島喚諸国（22ヶ国）の合計人口は凡そ520万人にのぼる。このうち，約

6割にあたる320万人を，パプア・ニュ　一一ギニアの人口が占める。ついで，フィジーの65万人，
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表1　南太平洋地域連帯機構の比較：

　　南太平洋委員会（SPC），南太平洋経済協力機関（SPEC），及び南太平洋大学（USP）

地域連帯
　　　　　　機構項　目 SPC SPEC USP

正式名称 SOuth　Paci丘c South　Pacific　Bureau The　University　of　the

Commission of　Economic　Cooperation South　Pacific

（南太平洋委員会） （南太平洋経済筋力機関） （南太平洋大学）

設立年 1947年 1973年 1970年

（1974：南太平洋会議Dと （1971：南太平洋フォーラ

の合同総会開催開始） ム（SPF3））の設立）

本部所在地 ヌメア　（ニューカレドニア） スヴァ（フィジー） スヴァ（フィジー）

本校：ラウカラキャンパス

機構の形態 政府間機関 政府間機関 準政府間機関

役割 諮問・助言活動を主とす 政治・貿易問題を協議し， 研究・教育・訓練・コンサ

る。政治・貿易問題は協議 かつ諮問・助言活動を行な 一ルテーションを行なう。

しない。 う。

下部機関等 ASPA；ASPP；PFL； アラフアキャンパス（西サ

SPFFA；SPTC4） モア）；通信教育学部5）に

所属するUSP分校6）（10ケ

所7））及び事務分室8）

加盟国数 27 15 13

（キリバス，　トンガ，ヴァ （うち，島峡国は13ケ国） （うち，島唄国は11ケ国9））

ヌアツ2）は，独立後も1983

年以前は準加盟国のままで

あった。27ケ国のうち，島

蝸掴は22ケ国。）

（教）職員数等 約150名 約45名 教職員数：約500名（うち

（フィジーに設置されてい Senior　Staf〔は200名）。

るCommunity　Education 在籍学生数：フルタイムの

Training　Centre等の職員 学部学生約2，000名を含む

を含む。うち，本部職員は 8，516人（1987年4月1日

100名余。） 現在）。

予算規模

（経常予算， 約711（1987年） 約131（1987年） 約1，200（1988年）

単位：万豪ドル）

主たる財源の拠出 メトロポリタン・ガヴァー オーストラリア，ニェージ オーストラリア，ニェージ

・供与国 ソメント5ケ国（5ケ国と 一ラソド（両国ともSPEC 一ラソド，英国，米国，フ

もSPC加盟国）。ただし， 加盟国）が，それぞれ3分 イジー（これら5ケ国のう

オーストラリアが全体の3 の1ずつ負担。 ち，ブィジーのみが，USP

分の1を負担。 加盟島峡国）。
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その他 南太平洋会議と漸次同一化 SPFの経済部局として発足。 フィジー指導型。

の方向をたどりつつある。 オーストラリア及びニェー パプア・ニューギニアは

ジーランドの影響大。 USP非加盟国。

イギリスとニュージーラン

ドが中心となって設立（設

立にあたり，オーストラリ

アは側面から積極的に協
力）。

（注）　1）南太平洋会議の正式名称は，South　Pacific　Conference。

　　　2）SPC設立当時，ヴァヌアツはいまだ独立国でなく，　New　Hebrides（Condominiun　jointly

　　　　　administrated　by　France　and　United　Kingdom）と呼ばれていた。ヴァヌアツの独立

　　　　　は，1980年7月である。

　　　3）南太平洋フォーラムの正式名称は，South　Pacific　Forum。

　　　4）　これら下部機構の正式名称は，つぎのとおりである。

　　　　　　　ASPA：Association　of　South　Pacific　Airline（南太平洋民間航空協会）

　　　　　　　ASPP：　Association　of　South　Pacific　Ports（南太平洋港湾協会）

　　　　　　　PFL：　Pacific　Forum　Line（太平洋フォーラム・ライン）

　　　　　　　SPFFA：South　Pacific　Forum　Fisheries　Agency（南太平洋フォーラム漁業機関）

　　　　　　　SPTC；　South　Pacific　Trade　Committee（南太平洋貿易委員会）

　　　5）通信教育学部の正式名称は，Extension　Services。

　　　6）USP分校の正式名称は，　USP　Regional　Center。

　　　7）USP分校の所在地（ABC順）：Cook　Islands（Rarotonga），　Fiji　Islands（Suva），　Kiribati

　　　　　（Tarawa），　Nauru（Nauru；1987年開設），　Niue（Alo丘），　Solomon　Islands（Honiara），

　　　　　Tonga（Nuku’alofa），　Tuvalu（Funafuti），　Vanuatu（Vila），　Western　Samoa（Apia）。

　　　8）USP事務分室の正式名称はUSP　Representative　Othceであり，同分室はトケラウに設置

　　　　　されている。

　　　9）USP加盟島喚国（西から東へ）：ソロモン諸島，ヴァヌアツ，ナウル，ツヴァル，キリバ

　　　　　ス，フィジー，トンガ，西サモア，トヶラウ，ニウエ，及びクック諸島。

（備考）本表は，筆者が既に発表した表（表皿一5－6，「南太平洋地域における日豪協力の諸次元」，

　　　　r日豪両国の相互発展および協力に関する日豪指導者の意識調査』，田中靖政編，総合研究開

　　　　発機構昭和61年，pp．148－149）に，その後入手した情報を加えて新たに作成したものであ

　　　　る。
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ソロモン諸島の25万人，西サモアの16万人が続き，最小人口規模は，r戦艦パウンティー号の

叛乱』（25）でその名を知られる，東方の小島ピトケアンが擁する53人である。

　二番目の代表的な地域連帯機構であるSPECは，　SPCが建前上触れることを意識的に避けて

いる政治・貿易問題を積極的に協議し，それらの関連事項について諮問・助言活動を行なう政府

間機関として，1973年に設立された。より正確に言えば，1971年に独立島喚国5ケ国（クック

諸島，フィジー，ナウル，トンガ，及び西サモア）が南太平洋フォーラム（SPF（26））を発足さ

せたが，その2年後にSPFの経済部局（27）として設立された機構がSPECである。　SPECの組織

は，その後一段と拡充され，現在はSPFの単なる経済部局の枠に止まらず，　SPFの実質的な執

行部局（28）の役割を果たしている。

　SPECは幾つかの下部機関を有し，例えば，南太平洋貿易委員会（SPTC（29）），南太平洋フォ

ーラム漁業機関（SPFFA（30）），南太平洋港湾協会（ASPP（31）），南太平洋民間航空協会（ASP

A（32）），及び，太平洋フォーラム・ライン（PFL（33））が，　SPECの傘下に設置されている。　SPEC

の本部はフィジーのスヴァに置かれており，現在の加盟国は上述の独立島ua　5ケ国をはじめ，オ

ーストラリア及びニュージー一ランドを含む15ケ国（34）を数える。なお，SPECへの加盟資格国は，

南太平洋地域の独立国，或いは同地域内に在って署名の権限を有する自治領に限られている。ま

た，SPECに加盟している島喚13ケ国の合計人口は凡そ470万人であり，その約7割をパプア

・ニューギニアの人口が占める。他方，加盟国の中で人口規模が最小であるナウルには，およそ

7，000人が居住している。

　もうひとつの代表的な地域連帯機構であるUSPは，島喚10ケ国（英領ソロモン諸島（35），ク

ック諸島，フィジー，ギルパート。エリス諸島（36），ナウル，ニューヘブリデス（37），ニウエ，ト

ケラウ諸島（38），トンガ，及び西サモア）の合意に基づき，1970年（39）に設立された準政府間機関

である。本部はフィジーのスヴァ市郊外に位置するラウカラ（Laucala）に在り，上記の島ua　11

ケ国（40）にオーストラリアとニュージーランドの2ケ国を加えた13ケ国が，現在USPに加盟し

ている。なお，自国内に大学（41）を有するパプア・ニューギニアは，USPに未加盟である。

　USPは，南太平洋地域における高等教育と学術研究の促進を標傍し，主要な教育・研究機関と

して4つのスクール（School　of　Agriculture（42），　Schoo1　of　Mucation，　School　of　Natural　Resources，及

び，School　of　Social　and　Economic　Development）に加え，別途，通信教育学部（Extension　Services）

を備えている。同大学に在籍する学生数は合計8，500名（1987年時点）にのぼり，そのうち2割強

にあたる2，000名が，フルタイムの学部学生及び大学院学生である。残りは，通信教育学部の学

生とパートタイムの学生であり，通信教育学部学生は各加盟島峡国に設置されている分校（USP

Regional　Center）又は事務分室（USP　Representative　Office）を通して，大学教育を受けてい

る。通信教育学部の在籍学生数は，1985年に7，038名を数え，1982年と比較すると僅か3年の

間に倍増している（表2）。通信教育学部学生のこのような急増現象に最も寄与した島峡国は，フ

ィジーとトンガであり，通信教育学部学生数は1983年から1985年までの2年間に，フィジー・で

は約1，000人増加し（増加率32％），トンガでは約750名増加した（増加率112％）。なお，西サモ

アの通信教育学部学生数は1984年と1985年の1年間に250人余り減少している（減少率34％）

が，この学生減は同国においてサモア国立大学（NUS（43））が1984年に設立されたことに起因す

る。また，ニウエ，ナウル，及びッヴァルのように，1983年以降は通信教育学部の学生数に減少

傾向が見られる島喚国もある。しかし，先に指摘したように，全体的に見ると通信教育学部の学

生総数は急速に続伸しており，この現象は，USPの提供する通信教育サーヴィスに対する確固た
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表2　南太平洋大学通信教育学部在籍学生数の変化（島唄国別。但し，トケラウを除く）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人）

クック

煤@島
フィジ

[
キリバ

X
ナウル ニウエ ソロモ

棟箔

トンガ ツヴァ

mレ

ヴァヌ

Aツ

西サモ

A
合計

1982年 ←
（不　詳） →

3496

1983年 375 2540 372 54 73 345 673 98 298 204 5032

1984年 363 2376 410 76 64 272 938 48 268 774 5589

1
9
8
5
年
　
「

384 3344 410 27 48 397 1429 53 437 509 7038

（注）各年度の在籍学生数は，第1セメスターの在籍学生数と第2セメスターの在籍学生数の合計値

　　である。なお，本表には，USP加盟の島ua　11ケ国のうちトケラウの学生数が，記されていな

　　い。しかし，同国の人ロ規模（人ロ1，600人）を考えると，仮りに通信教育学部に在籍するト

　　　ケラウの学生がいたとしてもたぶん数名に過ぎず，合計値の大勢に影響を及ぼすことはないと

　　考えてよかろう。

（備考）本表は，南太平洋大学通信教育学部から提供されたミメオグラフに拠り，作成した。

る需要が南太平洋地域に存在することを物語っている。換言するならば，このような形で社会の

二ごズに応えているUSPの通信教育学部は，南太平洋地域の発展に與って力あるのである。

3．　南太平洋大学の衛星通信網USPNET

　USPの通信教育学部は，同学部の学生を対象にして，通信衛星を利用した遠隔地教育プログ

ラムを1974年以来継続的に実施して来た。しかし，1985年の夏，このユニークで効率的な遠隔

地教育プログラムは，突然中断の止むなきに至った。それ迄利用してきた通信衛星ATS－1の寿

命が遂に尽き，トランスポンダーの使用が不可能となったためである。

　ATS－1は，1966年に米国のNASAによって赤道上空に打ち上げられた実験用気象衛星であ

る。同衛星は1969年に所期の任務を果たし，1971年4月には，ハワイ大学のビストロム教授（44）

を中心とする研究グループのプロジェクトであるピースサット（PEACESAT（45））に，無償で開

放されることになった。ピースサット・プロジェクトの目的は，「現在利用可能な通信技術を特

に人自密度が希薄な発展途上地域に適用し，その結果もたらされる社会的便益（46）を明らかに

する」ことにあり，この趣意にしたがって教育・研究用の国際衛星通信綱ピースサヅト（47）が，

ATS－1（48）を利用して1972年に誕生した。

引USPは，同年のうちにピースサットに加盟し，ついで1974年には衛星通信網USPNETを，ピ

t－・スサットのサブネットとして編成した。編成当初のUSPNETは，スヴァに置かれているUSP

本部とUSP参加島唄諸国に置かれているUSPの分校（49）との間を結ぶ，単なる連絡通信網の役割

を果たすに過ぎなかった。しかし，その後USPは，　NASAから週23～24時間の専用通信時間帯を

割り当てられ，この専用通信時間帯を活用して，簡素な小型地球局（50）をそれぞれ備えているUSP

分校を対象にした「USPNET経由の通信教育カリキュラム（遠隔地教育プnグラム）」を，次第

に整備していった。この努力により、USPの通信教育学部は，特定科目の一般講義，少数の学生
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が参加するゼミナール及び討論会，及び，上級学生に対する個人指導（51）などをUSPNET経由で

実施することが可能となり，同学部に在籍する学生のなかでもとりわけ各分校の近傍に居住する

学生達は，多大の教育的便益を享受できるようになった（52）。同時に，本校と分校の間で行なわれ

る合同教授会や事務連絡面でも，USPNETが果たす役割の重要性は増大した（53）。約言すると，

VHF　1チャンネルからなる簡易な通信システムであるUSPNETを支える通信衛星ATS－1は，

南太平洋の遠隔地教育に稗益するところ大であり，同地域の社会経済発展にとって切要な存在に

なっていったのである。

　一方，その間にATS－1は次第に老朽化し，ついに1985年8月1日，　NASAは遠隔操作によ

りATS－1の通信機能を全面的に停止させた。　USPもピースサット本部も，ともにこの時迄に

ATS－1の代替衛星を手当てすることができなかったため，　USPNETは直ちに作動不能に陥っ

た（54）。そのために，通信教育学部による「USPNET経由の遠隔地教育プログラム」の実施が不

可能となったぽかりでなく，USPの学務連絡・事務連絡にも著しい支障をきたした。この窮状

から早急に脱すべく，USPの関係者はATS－1の代替衛星探しに一層努め（55），ピースサット本

部も，USPと連絡をとりつつ代替衛星探しの作業を独自に推進した。その過程で，　AUSSAT衛

星，PACSTAR衛星，実験衛星LES，気象衛星GOES－2（あるいはGOES－1），　INTELSAT

衛星，及び，INMARISAT衛星などの利用可能性が検討され（56），関係諸機関（57）に対して然る

ぺき瀬踏みがくまなく試みられた。

　しかしながら代替衛星探しの作業は困難を極め，つまるところ冒頭で述べたように，USPNET

に対しては】NTELSAT利用による当面を凌ぐ応急的な処置が施されることになった。その後，

長期・永続的な代替衛星の調達に関する具体的な見通しが全く立たないまま，今日に至っている。

もし，USPNETに対する本格的な救済が遅れ，現状がずるずると長引くとなると，南太平洋地域

が蒙る社会的損失（58）は極めて憂慮すべきものになる。さらに加えて，ATS－1の機能喪失後，　US

PNETの親ネッirであるピースサットは，　ATS－3の暫定使用による片肺飛行（59）を余儀なくされ

ており，この障害状態の継続は，過去15年間にわたってピースサヅトが築き上げてきた「南太平

洋を含む太平洋地域全体における学術的交流の貴重なモメンタム」の，著しい減衰を意味する。

4．USPNETの救済・改善方策

　ここで思料するに，南太平洋島喚諸国の社会経済発展を願い，同地域の教育振興と地域開発に

役立つUSPNETの本格的な救済と改善に向けて，わが国のODAが全面的に貢献できないもの

であろうか（60）。我が国が経済協力の意向を固めた場合には，ATS－1が機能を喪失した1985年8

月以前の状態へUSPNETを単に修復するにとどまらず，さらに進んで，　USPNETをハード面

においてもソフト面においても従前より一段と高い水準の衛星通信システムに再編成する企図の

もとに，確然たる整備・拡充の手だてを積極的に講ずる方向で，わが国が供与する協力の内容を

組み立てるべきであろう。

　直ちに念頭に浮かぶひとつの方策は，USPNETの通信機能とアラスカネット（61）の通信機能を

補完的に組み合わせ，新しいタイプのUSPNETを構築する試案である。アラスカネットは，米

国アラスカ州が同州内の超過疎地域を対象にして設けた衛星通信網であり，同ネット（62）の役割は

当初，「アラスカ州内の遠隔地に散在する小規模村落で医療活動に従事する看護婦・準看護婦・

看護助手など（63）が，最寄りの地域中央病院（64）と手軽に連絡をとり，病院の当直医師と定期的な
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意見交換（65）を行なったり患者の救急処置に必要な助言や指導を病院に仰ぐことが可能となる，通

信手段の提供」にあった。アラスカネットはその後大幅に改良され，現在は，「25人以上の人口を

擁する集落は，全て外部地域と電話連絡が保障される通信環境の整備」を旗印に掲げて，アラス

カ州が進めているステート・プロジェクトの代表的な担い手である。なお，アラスカネットがカ

ヴァーする数々の小村落には，それぞれ小型のディッシュ・アンテナ（66）を備えた簡易地球局（6の

が設置されており，これら簡易地球局間の交信は，電波が往き帰りともにホスト地球局（68）を一

旦経由するダブルホップ・サテライト・モード（69）で行なわれている。

　アラスカネットはこのように，人口希薄地域を対象とした衛星通信網であり，その点で，同ネッ

トの特性はUSPNETの特性と酷似している。この類似点をベースに置いて，その上にUSPNET

の教育・研究用通信機能と，アラスカネットの保健・医療・一般緊急連絡用通信機能とを補完的

・複合的に重ね合わせると，新USPNETの梗概が描出される。

5．新USPNETの構築構想

　ODA活動の一環として我が国が新USPNETを構築するにあたっては，通信衛星のトランス

ポンダ・一一，新USPNET用の小型地球局，及びそれらの地球局で使用する関連通信機材などの供

与（70）はもとより，小型地球局の維持管理費用も我が国が供与する方針で臨むべきである。さらに，

新USPNETを介して実施される通信教育カリキュラムの充実，　USPが他大学と提携して行なう

交換授業の拡大，新USPNETカヴァレッジの広域化（71），医務的事項に関連する助言・指導体制

の整備，地球局関連通信機材の操作・修理に適う地元技術水準c72）の確保・向上，などの諸点に

ついても，資金協力と技術協力との両面からきめ細かな村応が望まれる。

　なお，ピースサットの全面復旧に役立ちうるトランスポンダーをハワイ大学に供与するプPジ

ェクトを，新USPNETの構築に対する援助プロジェクトの一端に連結させ，両プロジェクトが

相互に補強し合って相乗効果を生み出すような，一種のパケッジ・プロジェクト㈹の形成が可

能であれば一層望ましい。何故ならば，この種のパケッジ・プロジェクトから期待される「限界

国際協力効率の逓増性」は顕著である，と判断されるからである。

　このパケッジ・プロジェクトは，「要請ベースのODA」として形成するよりは，むしろ「わが

国側から積極的にオファーするタイプのODA」として形成する方が，適切であろう。もとより，

オファー・タイプの援助を供与する場合でも，開発調査を行なうに当たってはその事前調査なら

びに本格調査の両過程で，　USP側との共同作業を開発調査関連手法の技術移転をも兼ねて積極

的に進め，USP関係者との不断の対話を通じて，援助受入側の立場を充分に配慮する姿勢が乞わ

れる。その過程に対するひとつの叩き台として，私はつぎの8点を骨子とする新USPNET構築

構想の青写真を，提示したい。

（1）我が国のコミ・’1トメント

　　我が国は，対発展途上国援助活動の一環として，新USPNETプロジェクトに対して全面的

　　な経済協力を供与する。

②　南太平洋地域における遠隔地教育の促進と遠隔地医療福祉の向上

　　新USPNETプロジェクトの主目的は，　USPNETを本格的に救済するとともに，それをハ

　　ード及びソフトの両面から整備・拡充することにより，教育・研究用，保健・医療用，及び
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　　一般緊急連絡用の衛星通信網を構築し，南太平洋地域における遠隔地教育の促進と遠隔地医

　　療福祉の向上を図り，ひいては同地域の社会経済発展に貢献することにある。

（3）新USPNET用トランスポンダー及び小型地球局の供与

　　我が国は，新USPNET用のトランスポンダー（74）及び新USPNET用の小型地球局（計18ヶ

　　所75））を，USPに対して供与する。

（4）供与通信機材のローコスト・メインテナンス性及びスタンダード・テクノロジー性

　　我が国は，新USPNETの各小型地球局が必要とする関連通信機材を，　USPに対して供与す

　　る。これらは高品質の機材であると同時に，維持管理費用が比較的低廉であるロ・・一コスト・

　　メインテナンス性と，応急修理には原則として標準的な地元の技術で対処可能なスタンダー

　　ド・テクノロジー性を，ともに備えている機材σ6）であることが望ましい。

（5）専門家の派遣及び訓練生の受入れ

　　我が国は，新USPNET用通信教育カリキュラムの開発に助言を与える専門家，新USPNET

　　用関連通信機材の操作・修理を指導する専門家，及び新USPNETのサブシステムである保

　　健・医療通信システムの設計専門家を，それぞれUSPに派遣する（77）。また，これら3分野

　　を中心に，職業訓練生をUSPから我が国に受け入れる（78）。

⑥　USPと我が国諸大学との交流

　　教育・学術活動面でUSPと提携する用意のある我が国の大学（USP提携大学）（79）に，小型地球

　　局と関連通信機材を供与し，我が国のUSP提携大学とUSPとの間で，新USPNETを介した

　　教育・学術の交流を図る（例えば，「我が国のUSP提携大学に在籍する学生が英語によるUSP

　　の講義を，また，USPの学生が我が国のUSP提携大学に所属する教員が英語で行なう講義

　　を，それぞれ新USPNET経由で聴講することにより，単位を取得できる制度（80）」の導入）。

⑦　奨学金給附留学生の受け入れ

　　USPの優秀な学生を，奨学生として我が国のUSP提携大学に受け入れる（81）。

⑧　ピースサット全面復旧用トランスポンダーの供与

　　我が国は，日米学術協力の推進と発展途上国に対する経済協力とに資する目的で，ピースサ

　　ット全面復旧用のトランスポンダーを，新USPNETプロジェクトに随伴させてハワイ大学

　　のピースサット本部に供与する。

6．　おわりに

　新USPNET構築構想の実現を左右する最大の鍵は，　USPに対して供与するトランスポンダ

ーが確実に調達可能であるか否かにある。考えられる第一の調達手段は，我が国が現有する衛星

の余備トランスポンダーを活用する方法（82）である。第二は，我が国が近い将来打ち上げを予定

している衛星のトランスポンダーを使用する方法である。第三は，他国（83）が所有する衛星のト

ランスポンダーをリースしてそれをUSPに供与する方法である。　USPNETの本格的な救済が喫

緊の課題としてその解決を追られている実情を勘案すると，ひとまず第一または第三の方法によ

ってトランスポンダーを供与し，同時並行的に，将来打ち上げられる衛星のトランスポンダーを

早急に確保する手筈を整えることが，適策であると思う（84）。

　首尾よく赤道上空に「星」が得られ，湊淺と広がる南太平洋を舞台に編まれたUSPNETの回

復とさらなる発展に，わが国のODAが見事に貢献する時の一目も早い訪れを期して待ちたい。
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〔付記〕

　筆者はここ数年来，南太平洋大学が有する遠隔地教育用の衛星通信網USPNETを考察の対象に据えて，

一連の研究を行なってきた。研究に着手した当初，USPNETを支える通信衛星ATS－1は健在であり，研

究の主たる目的は，USPNETが南太平洋地域の社会経済発展に及ぼす効果を総合的に分析することにあっ

た。ところが，研究を進める途上，肝心のATS－1が永久的な機能喪失に陥ると言う，新たな予定外の事態

が発生した。この時に及び，「USPNETを早期に救済する必要性を明らかにするとともに，　USPNETの本

格的な救済・改善の方策を具体的に提示すること」が，喫緊の研究課題として俄に浮上するに至った。本稿

は，この課題に向けて考察の舵を急遽取り直して進めた研究作業の成果と，ATS－1の機能喪失以前に得ら

れた研究作業成果とを踏まえて，我が国ODAプロジェクトの立案に資するアジェンダ・セッティングを試

みたものである。なお，本研究を進める過程で，太平洋学会内「太平洋島懊国通信の現状とその改善策」研究

会の参加メンバーから貴重な助言を得，さらに，南太平洋地域の現地調査を中心とする作業に対しては財団

法人KDDエンジニアリング・アンド・コンサルティソグ研究奨励金（1983年）を，また，ピースサット本

部等の現地調査を中心とする作業に対しては財団法人電気通信普及財団研究助成金（1985年）をそれぞれ受

けた。ここに識して，謝意を表する。

　　（注）

（i）　南太平洋地域に存在する島煩諸国の国名と人口については，別表1を参照せよ。

（2）　ナウルの人口は7，000人であり，GNPは凡そ1億豪ドルである。したがって，1人当たりのGNP
　　　は約＄A14，000となる。（PaciLlic　Islands，　VoL　58，　No，11，　November　1987，　p．37を参照）

（3）Least　Less　Developed　Countriesの略称。

（4）Official　Development　Assistanceの略称。

（5）The　Universi亡y　of　the　South　Pacificの略称。

（6）Distance　Educationの意味。

（7）University　of　South　Pacific　Satellite　Communication　Networkの略称。

（8）Application　Technology　Satellite　No．1の略称。

（9）ATS－1の機能停止直後，ピースサット本部は，　USPNET傘下の各地球局に対して，「各地球局に設

　　　置されている衛星通信用の端末機は，新たな代替衛星の利用が可能になる時点まで無期限スタンドバ

　　　イの状態で保持するように」との指示を出した。

（10）島喚諸国において実際にUSPの遠隔地教育プログラムを執り行なう現場は，それらの島娯国にそれぞ

　　　れおかれているUSPの分校（USP　Regional　Center）又et同大学の事務分室（USP　Representative

　　　Office）である。

（11）航空便で通信教育カリキュラム用の教材・資料や事務連絡書類を郵送した場合でも，飛行便のスケジ

　　　ュール次第では，片道に1週間以上の日数を要することが少なくない。

（12）　この場合は，音声媒体のみによるテレ・カンファレンスを指す。

（13）商用Q通信衛星等による島喚諸国間の緊急連絡は，勿論可能である。しかし，経済性と融通性との両

　　　面を兼ね合わせて考えると，南太平洋地域の島喚諸国にとり，USPNETが緊急連絡のために利用可

　　　能であった意味は大きい。

（14）Alaska　Medical　Networkの略称。

（15）例えば，南太平洋委員会が定める南太平洋地域の境界線猷別図1が示すとおりであり，ハワイ地理学

　　　会が定める南太平洋地域の境界線は別図2が示すとおりである。前者はグアム，ピトケアン諸島，及

　　　びノーフォークを含むが，後者はこれらを含まない。また，後者に含まれているハワイは，前者には

　　　含まれていない。なお，ノーフォークはSPCが定める南太平洋地域には現在含まれていない。

（16）South　Pacific　Commissionの略称。

（17）　South　Pacific　Bureau　of　Economic　Cooperationの略称。

（18）オランダは，1962年に旧オランダ領ニューギニア（現在のインドネシア領イリアン。ジャヤ）をイン

　　　ドネシアへ移譲すると同時に，SPCを脱退した。
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別表1　南太平洋地域の島喚諸国と人口

島喚国国名

米領サモア

クック諸島

フィジー

仏領ポリネシア

キリバス

グアム

ナウル

ニューカレドニァ

ニウエ

ノーフォーク

パプア・ニューギニア

ピトケアン

ソロモン諸島

トケラウ

トンガ

マーシャル諸島

ミクPネシア連邦

北マリアナ連邦

パラオ

ッヴァル

ヴァヌアツ

ウォリス。フツナ諸島

西サモア

単純合計（参考）

人　　　m
（単位：人）

　33，920a）

　22，000b）

　650，409a）

　160，　OOOa）

　60，000b）

　105，816a＞

　　7，000b）

　144，000a）

　　3，000b＞

　　2，175a）

3，192，000a）

　　　53a）

　250，000b）

　　1，　572a）

　98，400a）

　30，873a）

　73，160a）

　16，780a）

　12，116a）

　　7，357c）

　170，00Qb）

　11，　300b）

　161，000b）

5，212，931

時　点
（年）
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1
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3
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8
8
8
8
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1
1
1
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1
1
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1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
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（注）（1）本表には，南太平洋委員会（SPC）の加盟

　　　　国である，独立国（Independent　State），

　　　　自治領（Seff・governing　State），準州

　　　　（Unincorporated　Territory），海外領土

　　　　（Overseas　Territory），属領（Territory），

　　　　及び属国（Dependency）を，島喚国と

　　　　して掲げ，さらにノーフォークを追加し

　　　　た。

　　（2＞1983年以前，マーシャル諸島，ミクPネシ

　　　　ア連邦（FSM），北マリアナ連邦（NMS），

　　　　及びパラオは，旧太平洋諸島国連信託米

　　　　国統治領を構成していた。

　　（3）人口は，一部概数を示す。

〔出所〕　a：John　Carter（Ed。），　Pacific　islands

　　　　　　Year　Boo々，15th　Editioロ，　Pacific

　　　　　Publications，　Sydney，1984．

　　　　b：Melisa　Rol）erts，“Economies　of　the

　　　　　　Pacific，”Pacific　Islands，　Vol．58，

　　　　　No．　11，November　1987（pp．33－41）．

　　　　c：Department　of　National　Develop．

　　　　　ment　and　Energy，　Area　Served
　　　　　　by　the　South　PaciLtic　Co泌痂ε画o”，

　　　　　　Camberra，198α

（19）　これらの宗主6ケ国は，しばしばメトロポリタン・カヴァーンメントと，呼称される。

（20）SPCは，1947年2月6日に調印されたキャンベラ条約に基づいて，結成された。

（21）SPCに加盟したこれらの独立島喚諸国は，西サモア（1962年1月独立，1965年10月SPCに加盟），

　　　ナウル（1968年1月独立，1969年7月加盟），フィジー一（1970年10月独卑，1971年5月加盟），パブ

　　　ア・ニューギニア（1975年9月独立，1975年9月加盟），ソロモン諸島（1978年7月独立，1978年11

　　　月加盟），及びツヴァル（1978年10月独立，1978年11月加盟）である。なお，1970年に独立したト

　　　ソガ，1979年7月に独立したキリバス，及び1980年7月に独立したヴァヌアツは，独立後もSPCに

　　　は正式に加盟せず，1983年の第23回南太平洋会議於サイパソ）までは，準加盟国の地位にとどまっ

　　　ていた。

（22）SPC結成時の加盟6ケ国の中に名を列ねていたオランダが脱退する一方，新たに独立した6島嘆国

　　　が加盟したために，SPCの正式加盟国数は合計11ケ国になる。

（23）SPC加盟27ケ国のうち，島興諸国は22ケ国である。

（24）厳密に言えば，SPC，　SPEC，及びUSPの間で利害得失関係が必ずしも完全に一致している訳ではな

　　　く，これら3つの地域連帯機構の間に無視し難い緊張関係が発生する場合もある。

（25）　タヒチ島から西イソド諸島に向けて航行中の英國戦艦パウンティー号（William　Bligh艦長）上の叛

　　　乱蜂起（主謀者Fletcher　Christian以下8人の乗組員による）は，1789年4月であり，同事件を扱っ

　　　た小説には，Charles　Bernard　Norddoff（1887－1947）の3部作Mutiny　on　the　Bounty（1932），
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　　　　　　　　　　　　　　　　別図1　南太平洋委員会（South　Pacific　Commission）が定める南太平洋地域

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㌃欝褐撫一一M

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＿，。ド凋　　　　i

　　　　　　　　　　　〔出所〕　Department　of　National　Development　and　Energy，　Australian　Government，　Area　Sereed

　　　　　　　　　　　　　　　by　the　South　p鷹肋Commission（Map），　Camberra，　A．　T．　C．，1980，に基づいて作成した。
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別図2　ハワイ地理学会（Hawaii　Geographic　Society）が定める南太平洋地域
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　　　Men　against　the　Sea（1934），及びPitcairn’s　lsland（1934）がある。

（26）South　Pacific　Forumの略称。

（27）　Economic　Arm　of　SPFの意味。

（28）Executive　Arm　of　SPFの意味。

（29）South　Pacific　Trade　Committeeの略称。

（30）South　Pacific　Forum　Fisheries　Agencyの略称。

（31）Association　of　South　Paci丘c　Portsの略称。

（32）Association　of　South　Paci丘c　Airlinesの略称。

（33）Pacific　Forum　Lineの略称。

（34）SPECの加盟15ケ国は，クック諸島，ミクロネシア連邦，フィジ「ナウル，トンガ，西サモア，オ

　　　ー一ストラリア，ニュージーランド，キリバス，マーシャル諸島，ニウエ，パプア・ニューギニア，ソ

　　　ロモン諸島，ツヴァル，及びヴァヌアツ，である。

（35）現在のソロモン諸島。

（36）現在のキリバスならびにツヴァル。

（37）現在のヴァヌアツ。

（38）現在のトケラウ。

（39）USPの正式な設立年は1970年であるが，1966年に提出されたモリス・レポートを受けて，1968年2

　　　月には早くもUSPの第1期学生の入学が許可されている。

（40）1970年当時のギルバート・エリス諸島は，その後独立してキリバスとツヴァルの2島興国に分かれ

　　　た。このような理由で，ここでは11ケ国（10ケ国ではなく）となる。

（41）　1965年設立のパプア・ニューギニア大学。

（42）　このスクールのみ，西サモアのアピア郊外に位置するアラフア（Alafua）キャソパス内に置かれてお

　　　り，他の3つのスクー一ルは，フィジーのスヴァ郊外に位置するラウカラ（Laukala）キャンパス内に

　　　置かれている。

（43）National　University　of　Samoaの略称。現在，　NUSの教育活動は，　USPの協力を得て執り行なわれ

　　　ている。

（44）John　W．　Bystrom博士。同博士は当時，ハワイ大学（Monaキャンパス）のCommunications　Professor

　　　であった。

（45）　Pan　Pacific　Education　and　Communication　Experiments　by　Satelliteの略称。

（46）英文では，“the　benefits　of　currently　available　telecommunication　technology　when　applied

　　　speci且cally　to　the　needs　of　sparsely　populated，　less　industrialized　areas”（ハワイ大学ピースサッ

　　　ト本部，Brief」History　of　the　PEACESAT，ミメオグラフ，1982）と，綴られている。

（47）「ピースサット」は，もともとビストロム教授が主宰する研究プロジェクトの呼称であった。しかし，

　　　1972年以降は，このピースサット・プロジェクトによって編成された衛星通信網の呼称として，広

　　　く使用されるようになった。

（48）1972年当時，149°Wに位置する静止衛星ATS－1はその通信可能領域として，緯度方向では50°Nか

　　　ら50°Sまでの間に，また，経度方向で75°Wから135°Eまでの間に横たわる，凡そ3億平方マイル

　　　の地表をカヴァーしていた。しかし，1982年にNASAは，　ATS－14）位置をそれ以前の位置に比ぺ

　　　て45°西方のナウル上空（195°W，即ち165°E）に移動させた。その結果，オーストラリア全域，シ

　　　ンガポール，インドネシアの大部分，及び，マレーシアと中国の一部が，ATS－1のフットプリント

　　　（view　of　the　satellite　ATS－1）内に含まれることになった。他方，米国本土の大部分は，逆にフット

　　　プリントの外側に出てしまった。

（49）USPの分校（USP　Regional　Center）は，10ケ所に設置されている。それらは，クック諸島のラロ

　　　トンガ分校，フィジーのスヴァ分校，キリバスのタラワ分校，ナウルのナウル分校（1987年開設），

　　　ニウエのアロフィ分校，ソロモン諸島のホニアラ分校，トンガのヌクアロファ分校，ツヴァルのフナ

　　　フテn分校，ヴァヌアツのヴィラ分校，及び，西サモアのアピア分校である。なお，トケラウには

　　　USP分校の代りに，　USPの事務分室（USP　Representative　Office）が置かれている。
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（50）　例えば，筆者が訪れたヴァヌアツのヴィラ分校地球局は，同分校の校舎内にしつらえられた10平方メ

　　　ートル程度の室内に設置されており，ここに小型の送受信機と2台の机と10脚余りの椅子が置かれ

　　　ていた。分校敷地の片隅には軽便な八木アンテナが立てられており，「悪天候時には職員がこのアソ

　　　テナを折りたたんで校舎の軒下に仕舞い込み，天候の回復とともに，ATS－1が静止している上空方向

　　　を目見当で睨みながら再び元の場所にアンテナを立ち上げる。」との説明を同分校の教員より受けた。

（51）USPNETはVHF　1チャンネルを備えるに過ぎないが，送信者と受信者の双方がこまめにスイッチの

　　　オン・オフ操作を繰り返すことにより，双方向性の音声通信が可能となる。この仕組みを活用するこ

　　　とにより，USPNETを介して少人数の学生が参加する討論会や，上級学生に対する個人指導を行な

　　　うことができる。

（52）1985年の第1学期には，USPNET経由で14科目について合計60コマ（1コマ1時間）の「通信衛

　　　星利用による授業（satellite　tutorials）」が組まれ，総計353名の学生が受講した。なお，同年まで

　　　の統計を見ると，satellite　tutorialsの科目数及び受講学生数は，年々増加している。

（53）　さらに，USPとパプア・ニェーギニア大学（UPNG）の間では，　USPNETを利用した交換授業が行

　　　なわれており，両大学の教育的・学術的・文化的交流ならびに友好関係の促進に寄与していた。

（54）　ハワイ大学に置かれているピースサット本部は，ATS－1の機能喪失後，　NASAよりATS－3（INFO

　　　TRAN通信ネットワーク用の衛星）の使用を暫定的に認められた。その結果，別図3が示すように，

　　　ATS－1がカヴァーしていたフットプリント内の東側部分約3分の1に含まれる地域に位置するピー

　　　スサットの地球局間では，従来通りの衛星通信が再び可能となった。しかし，USPNETに属する地球

　　　局の半数以上は，ATS－3がカヴァーするフットプリントの外側（西側）にはみ出てしまうため，通

　　　信衛星ATS－3はUSPNETの救済に直接役立ってはいない。

（55）ATS－1の機能喪失時期については或る程度の予想（1993年前後に寿命が尽きるとの予想）がついて

　　　おり，SPECはATS－1の代替衛星確保の手法を検討するため，1983年前後に南太平洋通信開発プロ

　　　グラム委員会（South　Paci丘c　Telecommunication　Programme　Committee）を発足させた。同委員

　　　会は，最終的な選択肢を3つに絞り込んだ。第一案は，USPNETをオーストラリアのAUSSAT衛

　　　星にアクreスさせる方法であり，第二案はパプア・ニューギニアのPACSTAR衛星にアクセスさせ

　　　る方法であり，第三案は太平洋上のINTELSAT衛星にアクセスさせる方法であった。しかし，　INT

　　　ELSATは商用衛星であるために利用コストが高く，仮りにUSPNETに対して料金上特別の配慮が

　　　払われることになったとしても，民間国際通信会社との競合関係（例えぽフィジーの場合には，FIN

　　　TEL〈Fiji　Intemational　Telecommunications　Ltd．〉との競合関係）の取り扱いがむずかしいとの

　　　観点から，第三案による方法は第一，第二案による方法に比較して幾分無理があると判断されていた。

　　　しかし，現実には，ATS－1の機能喪失後一年余りが経た時点で，　USPNETをINTELSAT衛星に

　　　アクセスさせて再作動させる応急処置が，止むを得ず施されることになった。

（56）大泉充郎，rATS－1代替システムに関するNASAの結論について」，　r太平洋学会P．1．　T．研究部会

　　　第7回会合（5月21目）議事録』，1986年，を参照。

（57）米国のNASA（Nationa1　Aeronautics　and　Space　Administraticvn），　USAID（U．　S．　Agency　for　Inter・

　　　national　Development），NATIA（National　Telecommunication　and　lnformation　Administration），

　　　NOAA（National　Oceanic　alld　Atmospheric　Administration）などの諸機関。

（58）　ここで言う社会的損失は，一般に，直接的な損失と間接的な損失に分けて考えることができる。その

　　　うち，もしUSPNETが全く作動しない場合に生じる直接的な損失としては，（イ）USPが供給する遠

　　　隔地教育サービス水準の極端な低下，（ロ）USPが長年にわたって蓄積してきた「通信衛星利用による

　　　遠隔地教育実施に関するノーハウ」の劣化，Qg　USPとパプア・ニューギニア大学との間にせっかく

　　　友好的に培われてきた交換授業の停止，及び，⇔USP本部と分校の間で取り交わされる事務・学務

　　　連絡の遅滞，などに起因する損失がある。

（59）　ここで言う「片肺」の意味については，注54を参照せよ。

（60）USPNETはピースサットのサブネットであるため，　USPNETの救済は，必ずしもその親ネットであ

　　　るピースサット全体の救済には繋がらない。しかし，USPNET救済用の通信衛星が新たに供与され，

　　　且つATS－3の利用がNASAより引き続き許されるならば，技術的にはダブルホップ・サテライト・



別図3　ピースサットの地球局，並びに，ATS－1とATS－3のフットプリント
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（注）◎印は，ピースサットの地球局が設置されている都市を示す。

〔出所〕・・ワイ大学内に設置されているPEAcEsAT本部（所長：D．　M．　T。ppi㎎）に於いて入手した

　　　　資料PEACESAT；International　Sate〃ite　Co〃lmuni‘ations／East　Asi’a。Continental　United

　　　　State＄に基づいて作成した。
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モードを適用することにより，ピースサット・ネットワークの全体を蘇生させることが可能である。

アラスカネットは便宜上の呼称であり，正確には，“Alaska’s　Satellite　Network”と総称されうる衛

星通信システムの，全体又はその部分システムを意味する。

編成当初のアラスカネットは，ピースサットと同様に，ATS－1のトランスポンダーを利用していた。

Medical　aidesの意味。

Regional　Public　Health　Service（PHS）hospitalsの意味。

「専門的な保健医療知識」や「最薪の一般的保健・医療情報」などに関する意見交換を含む。

これらの小型ディッシュ・アンテナの標準規格は，直径4．5メートルである。

アラスカ州政府は，すでに州内の100ケ所に簡易地球局を設置しており，これらの管理には，AlascOm

（旧RCA　Alascomより独立した法人）をあたらせている。

ここで言うホスト地球局とは，“gateway　earth　station”を意味する。

各ホッ晦のトラヴァース（地表から通信衛星までの往復距離）が凡そ75，000㎞であるので，ダブ

ルホップの通信では送信者から受信者へ向けて，片道約0．5秒を要する。したがって，送信者が語り

かけた内容に対する受信者の応答が送信者のもとに到達する迄の所要時間には，対面会話の場合に比

較して少なくとも1秒の遅れが生ずる。

トランスポソダーについては，「供与」の代りに「無償貸与」なる述語を用いた方が，語使用上正確

であろう。

旧太平洋諸島国連信託米国統治領の島峡諸国は，USPNETが旧来の機能を回復した暁tZC　USPNE　r

へ参加することを強く希望している模様である。

Local　Technology　Levelの意味。

ピースサット本部はハワイ大学に属する一機関であるから，このパケッジ・プロジェクトは，厳密な

意味でのODAプロジェクトを形成し得ない。しかし，（1）ピースサットに参加している地球局の多く

が南太平洋地域の発展途上国に立地している点，及び（2）ピースサット本部の呼びかけ努力次第では

東南アジアの発展途上諸国から幾つもの地球局が今後ピースサットに参加すると予想される点を考慮

に入れると，太平洋規模の研究・情報交流を目指すピースサット本部に対するトランスポンダーの供

与は，日米学術協力にも役立つ準ODA的な事業と見徹すことができよう。なお，太平洋規模の研究・

情報交流を目指す非営利・営利の通信ネットワーク作りが，今日いろいろと検討されている。その中

の興味深い構想としては，例えば，太平洋地域国際宇宙年準備会議の提案する「汎太平洋情報ネット

ワーク（Pan・Pacific　Information　Network）」の構築案（飯田尚志，「太平洋地域国際宇宙年準備会

議報告一宇宙通信パネルを中心として一」，SAT87－44，電子情報通信学会，1987年11月，を参

照），及び1980年にニュージーランドによって提案され，最近再検討の動きが見られる「太平洋情報

システム（Pacific　lnformation　System；略称PINS）」の構築案（古橋好夫，「PINS　Report：コンビ

＝．・’一ターネヅトワークとビジネス」，太平洋学会P．1．T．研究部会研究資料，1987年10月，を参照）

を挙げることができる。

音声，テレックス，ファクシミリの送受信はもとより，動画面の送受信も可能なチャンネルを装備し

たトラソスポンダーであることが望ましい。

例えば一案として，USPの通信教育学部本部，10ケ所に設置されているUSPの分校（USP　Regional

Center），1ケ所に設置されているUSPの事務分室（USP　Representative　Office），及び新たに分校

又は事務分室が設置されると考えられる7ケ所の計18ケ所を，取り敢えず第一次の援助対象地球局

として選定することが，考えられる。

高品質でしかも維持管理・修理面の低廉性・容易性を同時に満足する（high・grade，　economica1，

and　robust）機材の調達は，必ずしも容易ではない。しかし，このような問題の解決に向けて努力が

払われる過程には，我が国の通信機器生産分野における技術革新を促す可能性が潜んでいる。

例えば一一案として，これらの3分野でそれぞれ少なくとも毎年2名ずつ6年間にわfcり計36人・年

の専門家を派遣することが，考えられる。

例えば一案として，毎年9名ずつ6年間にわたり計54人・年の訓練生を受け入れることが，考えら
れる。
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（79）　当面は，例えば8大学程度。

（80）　この種の制度は，我が国の学生とUSPの学生の相互理解と国際親善にも役立つ。

（81）例えば一案として，1校あたり毎年1～2名（計8～16名）の大学院学生を受け入れ，各学生に対す

　　　る奨学金の継続支給期間を5～7年とすることが，考えられる。

（82）我が国の衛星には，宇宙開発事業団法に則り個々の利用目的が厳密に定められており，すでに打ち上

　　　げられている衛星を他目的に利用する場合には，関係省庁・機関の慎重な協議と合意が必要である。

　　　しかし，「USPNETの本格的な救済と改善を通して，南太平洋島唄諸国の社会経済発展に我が国が寄

　　　与する姿勢」を支持する，国民的なコンセンサスが国際的視野に立って形成されるのであれば，他目

　　　的利用の制約に対する解決の道は開けうると考えたい。なお，我が国がすでに打ち上げ一ている衛星

　　　「ひまわり」の利用可能性については，例えば，石田亨，「太平洋島嗅国の衛星通信について一“ひ

　　　まわり”利用の可能性一」，SAT　87－43，電子情報通信学会，1987年11月，を参照せよ。

（83）　或いは，国際機関。

（84）考え方によっては，トランスポンダーの調達と並んで新USPNETプロジェクトの成否を握るもうひ

　　　とつの鍵として，r南太平洋地域に多大のODAを供与しているオーストラリア及びニュージーラン

　　　ドと，無用な援助摩擦を引き起こすことのないよう努める気配りの有無」を，指摘することができ

　　　る。無用な，援助供与国間の利害対立関係を回避するためには，新USPNETプロジェクトを進める

　　　過程の主要な節々でオーストラリアとニュージーランドのODA担当者達と小まめに会合を持ち，同

　　　援助プロジェクトについて理解を求めるかたわら，援助供与地において我が国のオーヴァープレゼン

　　　スが過度に走ることのないよう，配慮する努力が乞われる。


